
※注意事項を必ずお読み下さい。 
 

施工能力審査型総合評価方式 

足立区公募型指名競争入札発注票 

本件入札手続及び落札者の決定は「足立区施工能力審査型総合評価方式実施要綱」に基づき行う。 

内部発注番号 第２８３号 

発 注 業 種 一般土木工事 

件 名 舗装改修工事（令和８年度道路維持課工事第８号） 

履 行 場 所 足立区保木間一丁目３１番から東保木間二丁目２番先 

工 期 契約確定日の翌日 から 令和９年３月５日まで 

前 払 金 

有り 

※前払金については「足立区公共工事の前払金取扱要綱」第２条、第３条および第６条ほ

か各条項の規定による。 

工 事 概 要 

 施工幅員  Ｗ＝９．７～１０．２ｍ  工事区間延長  Ｌ＝３６１．６ｍ  

 〇舗装工  

  切削オーバーレイ工  ｔ＝１００ｍｍ     １，４５１  ｍ２  

  切削オーバーレイ工  ｔ＝５０ｍｍ      ２，７５８  ｍ２  

 〇交通安全施設工  

  区画線設置工                    １  式 

  仮区画線設置工                   １  式 

※本案件は、「足立区都市建設部週休２日制確保工事施行実施要領」の対象案

件です。 

予 定 価 格 

〔入札書比較価格〕 

事後公表 

※予定価格帯(税込)：６０，０００，０００円 以上 ８０，０００，０００円 未満 

評価基準価格 

「足立区施工能力審査型総合評価方式実施要綱」に基づく評価基準価格は、「足立区低入

札価格調査実施要綱」（２５足総契発第１７９２号 平成２６年２月２８日総務部長決定）

第３条に規定する調査基準価格の算出方法を準用して定めた額とする。 

失格基準価格 
「足立区施工能力審査型総合評価方式実施要綱」に基づく失格基準価格は、評価基準価格

に１０分の９を乗じた額とする。 

配置予定技術者 

の実績に関わる 

工 事 種 別 

「足立区施工能力審査型総合評価方式実施要綱」第９条第３号に係る配置予定技術者の実 

績点についての同種工事とは、契約金額が６０，０００，０００円以上の「その他土木一

式工事（ＣＯＲＩＮＳの工事カルテの工種による）」をいう。  

「足立区施工能力審査型総合評価方式実施要綱」第９条第４号に係る配置予定技術者の実 

績点についての類似工事とは、契約金額が３０，０００，０００円以上の「その他土木一

式工事（ＣＯＲＩＮＳの工事カルテの工種による）」をいう。 

※同種工事・類似工事において指定した金額は工事規模等からによるものであり、予定価

格のみに基づいて指定したものでは無い。 

電子契約に 

関する事項 

本工事は、電子契約の選択が可能です。 

「電子契約利用申出書」を提出することにより、紙の契約書か電子契約の選択ができます。 

【電子契約を選択した場合の注意点】 



 

落札決定日から２営業日以内に、区より「契約承認依頼メール」を申出のあったメールア

ドレスに送信いたします。承認依頼期間は、「貴社がメールを受信した日」を１営業日目と

し３営業日以内となります。貴社内の稟議等が間に合わないなど、承認依頼期間内に承認

できないことが見込まれる場合は、紙の契約書を選択していただくようお願いします。 

※申出書にて電子契約を希望した場合は、途中で紙の契約書に変更することはできません。 

【契約締結日と履行開始日について】 

 契約締結日は、落札決定日から５営業日後となります。履行開始日は、その翌営業日と

なりますのでお間違いのないようにお願いします。 

 ※契約締結日及び履行開始日は、電子契約、紙契約同様の取り扱いとなります。 

例 4/1(火)落札決定➡ 4/3(木)承認依頼メール➡4/7(月)貴社承認期限➡4/8(火)契約締結

➡4/9(水)履行開始日 

 ※電子契約の詳細については、電子調達サービスのお知らせ情報または足立区の公式ホ

ームページをご覧下さい。 

参加資格要件 

１．地方自治法施行令(昭和２２年政令１６号)第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

２．経営不振の状態にないこと。注１ 

３．足立区競争入札参加停止及び指名停止措置要綱に基づく指名停止期間中でないこと。  

注２ 

４．足立区暴力団等反社会的団体排除措置要綱に基づく排除措置期間中でないこと。注３ 

５．足立区の最直近の工事成績総評定点が６０点未満でないこと。 

６．足立区競争入札参加資格申請業種が対象業種（一般土木工事）であること。 

７．次のいずれにも該当する事業者であること。 

（１）足立区競争入札参加資格における区内事業者認定基準（平成２２年４月５日２２足

総契発第３号）の定めるところにより、あらかじめ届出を行い、区内本店事業者又は

区内支店事業者として認定され、区が通知した認定期限内の者であること。注４ 

（２）申込日現在で対象業種（一般土木工事）の共同運営格付が「Ａ」・「Ｂ」または「Ｃ」

であること。 

※ 区内本店事業者は、下記の予定価格区分においては、申込日時点において過去５

年間に一定の最高完成工事高があれば、上記の格付け区分を超えて入札に参加でき

る。注５ 

 ア 一般土木工事・下水道・建築工事 

①予定価格帯：１億円以上～１億８千万円未満  ランクアップ対象：Ｃランク 

②予定価格帯：４千万円以上～１億円未満    ランクアップ対象：Ｄランク 

③予定価格帯：２千万円以上～３千万円未満   ランクアップ対象：Ｅランク 

 イ 電気工事・空調工事・給排水衛生工事 

  ①予定価格帯：４千万円以上～１億円未満    ランクアップ対象：Ｃランク 

  ②予定価格帯：１千万円以上～４千万円未満   ランクアップ対象：Ｄランク 

（３）発注業種と同業種（一般土木工事）で、申込日現在で過去７年間において最高完成

工事高が次のいずれかの条件を満たすこと。 

完成工事請負者は、申込みを行う本店又は支店事業者に限る。注６ 

ア．官公庁実績……予定価格帯の下限額の１／２以上 

イ．民間実績………予定価格帯の下限額と同等以上 



 

ア 官公庁実績･･･３０，０００，０００円以上 

イ 民間実績･････６０，０００，０００円以上 

  ※ ただし区内本店事業者の場合は、以下のとおり条件を緩和する。 

ア．官公庁実績……予定価格帯の下限額の４割以上 

イ．民間実績………予定価格帯の下限額の７割以上 

ア 官公庁実績･･･２４，０００，０００円以上 

イ 民間実績･････４２，０００，０００円以上 

（４）以下の点に留意して建設業法に定める技術者を配置できること。 

  ア 請負金額が４，５００万円（建築一式工事は９，０００万円）以上の場合、主任 

技術者または監理技術者を専任で配置すること。 

※一定の要件を満たす場合は主任技術者の兼務による配置を可とする。 

※営業所専任技術者(建設業法において、一般建設業にあっては同法第７条第２号、 

特定建設業にあっては同法第１５条第２号で定める「専任技術者」をいう)又は経 

営業務の管理責任者(建設業法第７条第１号で定める者)との兼務は不可とする。 

  イ 下請契約の金額が５，０００万円（建築一式工事は８，０００万円）以上の場合 

は、監理技術者を配置すること。 

ウ 申請時に予定した配置予定技術者を変更することは、原則認められません。 

エ 配置予定技術者は申し込み時点において、恒常的な雇用関係(申込時点で３か月以

上)を有すること。 

オ （専任となる現場の場合）契約日時点で、他工事に従事していないこと。 

※「従事していない」とは契約日時点で他工事の完了検査が終了していることを指 

す。 

８．この案件については受注制限を行います。注７ 

９．関係会社等の入札参加制限基準に基づく、資本、人的関係等の関係会社が同一の案件 

に申し込むことは認めない。基準に該当する者のした入札は、無効とします。 

10．参加資格要件を確認の上、希望申請すること。参加資格要件を満たさない場合の申し 

込みは、非選定とします。 

申し込みについて 

電子入札操作手順書（工事）、電子入札ナビゲーションにより、事前に操作方法を確認の

うえ、申し込みをしてください。 

操作が不明なときは e-Tokyoコールセンターへお問合せ下さい。 

  e-Tokyoコールセンター  【電話番号 ０５７０－０５－１０９０】 

１．申し込み方法 

申し込みは電子調達サービスによります。 

２．申込み時の提出書類について 

（１）電子調達サービスにて提出する書類 

   ●足立区総合評価方式評価点等申告書 

・｢配布資料等｣から指定した「足立区総合評価方式評価点等申告書」をダウンロ

ードし、必要事項を記載の上、「希望票兼監理技術者等調書」に添付して送信し

てください。記入漏れ及び添付のない申込みは無効（非選定）とします。 

・書類の添付がなされていなくとも、契約課から事業者へご連絡はいたしません。 

注）添付資料の添付漏れが増えています。参照ボタンからファイルを選択後、必ず「追



 

加ボタン」を押下してください。 

   ●電子契約利用申出書 

・電子契約利用申出書の添付がない場合は、紙による契約締結となります。 

（２）契約課窓口またはＦＡＸ（３８８０－５７９６）にて提出する書類 

① 「最高完成工事高」に記載した工事の契約書の写し 

※共同企業体の場合は、出資比率を証する書類の写し 

   ②「ワンランクアップ完成工事高」に記載した工事の契約書の写し 

      ※共同企業体の場合は、出資比率を証する書類の写し 

③「工事成績評価」に記載した工事成績評定通知書の写し 

※共同企業体の場合は、出資比率を証する書類の写し 

④配置技術者の保有資格の免状または資格証明書等の写し 

⑤配置技術者の雇用確認のための書類 

 ・主任技術者の場合・・雇用関係が確認できる書類の写し（以下のいずれか） 

市区町村が作成する住民税特別徴収税額通知書 

健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書 

所属会社の雇用証明書など 

・監理技術者の場合・・監理技術者資格者証の写し 

          ・・監理技術者講習修了証または監理技術者講習修了履歴ラ

ベルの写し 

⑥「配置技術者の実績」に記載した工事の CORINS竣工時工事カルテの写し 

⑦「配置技術者の実績」に記載した工事の契約書の写し 

   ※共同企業体の場合は、出資比率を証する書類の写し 

⑧くるみん（プラチナくるみん、トライくるみん含む）認定の写し 

基準適合（認定）一般事業主認定通知書の写し 

⑨建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）に事業主登録が確認できる書類の写し

（はがき、メール、ログイン画面など） 

⑩障がい者雇用を選択した場合は、「障がい者雇用状況申告書」と下記【ア】、【イ】 

いずれかに該当する書類の写し 

 【ア】法定雇用義務がある事業者（従業員を３７．５人以上雇用している事業者） 

   ・公共職業安定所に提出した直近の障害者雇用状況報告書の写し 

 【イ】法定雇用義務がない事業者 

   ・「雇用契約書等の写し」および「障がい者手帳の写し」 

⑪「足立区内業者の下請等活用状況」に記載した工事の施工体制台帳・体系図と下

請届等（下請事業者の所在地が確認できる書類）の写し 

⑫建設業労働災害防止協会の加入を証する書類の写し、または、建設業労働安全衛

生マネジメントシステム（コスモス）認定書の写し 

⑬経営管理責任者及び営業所専任技術者申告書 

注）ＦＡＸにて提出いただく場合は、お送りいただきましたらお手数ですが、到着確認

のお電話をお願いします。（契約課工事契約係電話番号：０３‐３８８０‐５８３２） 

３．書類の提出締め切り 

・「申込期間」のとおりとします。期間内に足立区総合評価方式評価点等申告書や経営管

理責任者及び営業所専任技術者申告書等の必要書類の提出がなかった申込みは無効



 

（非選定）となります。 

・申込期間を過ぎての提出や書類の差替え・追加・変更等は原則として認めません。 

４．「希望票受理書」について 

・「希望票」送信後、自動的に「希望票受理書」が発行されます。この「希望票受理書」

はシステム上「希望票」が自治体側へ届いたことを事業者へお知らせするものであり、

添付書類が漏れなく届いていること及び書類不備がないことを示すものではありませ

ん。 

・「希望票受理書」は「指名通知書」とは異なるものであり、「指名通知書」又は「指名

結果通知書」は本発注票の「入札参加者の決定」欄に記載した期日に通知します。 

・「希望票」に書類が添付されているか確認を求める場合は、申し込み期間中に契約課工

事契約係までお問合せください。添付の有無についてのみ回答します。また、期間中

であれば契約課にて取下げ処理が出来ます。取下げ処理後、再度申し込みをしていた

だくことが可能となります。 

申 込 期 間 
令和８年９月１６日（水）午前９時から令和８年９月２５日（金）午後５時まで 

（期限厳守） 

入札参加者の決定 
審査の結果は、「指名通知書」又は「指名結果通知書」にて令和８年１０月５日（月）に電

子調達システムにより通知します。 

設計説明会 行わない。 

設計図書等 

指名を受けた事業者へ指名通知書に添付してお送りしています。発注図書受領よりダウン

ロードしてください。 

設計図書等を受領せずに積算した入札については、失格（無効）とします。 

質問の期限・方法 

工事内容についての質問は、令和８年１０月１９日（月）正午までに、発注課へ問い合せ

願います。 

発注課：道路維持課 設計計画係 【電話番号 ３８８０－５００９】 

入札資格要件、提出書類記入方法、その他についての問い合わせは、契約課工事契約係へ

問い合わせ願います。 

契約課 工事契約係【電話番号 ３８８０－５８３２】 

入 札 方 法 

電子調達サービスによります。なお、入札書には、契約希望金額の１１０分の１００に相

当する金額を入力してください。 

電子入札操作手順書（工事）、電子入札ナビゲーションにより、事前に操作方法を確認のう

え入札をしてください。 

※「入札書」送信時には、必ず「内訳書登録」の入力をしてください。 

内訳書登録の無いもの、また、項目名の誤りや漏れ等がある場合は、足立区公共工事競争 

入札における積算内訳書の取扱基準に基づき、当該入札を無効とさせて頂きます。 

入 札 期 間 指名通知受領の日から令和８年１０月２１日（水）午前９時００分まで（期限厳守） 

開札日時等 
開札日時・・・令和８年１０月２１日（水） 午前９時００分以降 

開札場所・・・電子調達サービス 

再入札期間 

開札の結果、予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、２回を限度に再入札を行いま

す。 

再入札期限および開札日時（１回目）：令和８年１０月２１日（水）午前１０時００分以降 

再入札期限および開札日時（２回目）：令和８年１０月２１日（水）午前１１時００分以降 



 

なお、再度入札時、積算内訳書の入力は不要です。 

開 札 保 留 

本案件は施工能力審査型総合評価方式による入札方式のため、上記入札及び再入札以降の

開札後、開札内容について、学識経験者への意見聴取が必要になる場合があります。その

場合、落札決定は意見聴取後となり、結果を保留とさせていただく場合がありますので、

ご了承ください。 

最高評価値の同値の

取扱 

最高の評価値を受けた者が２者以上あった場合は、くじ引きにより落札者を決定します。 

くじ引きの方法は、電子調達サービスによります。 

落札者への通知 

落札者には、電子調達サービスを通じて開札日時以降に通知します。通知を受けた事業者

は、通知を受けた後、速やかに※指定提出書類を持って、総務部契約課工事契約係（区役

所南館１１階）に来庁してください。 

※指定提出書類 

〇受付票及び印鑑証明書 

〇経営管理責任者及び営業所専任技術者申告書（ＦＡＸで送付した場合のみ、原本の 

提出をお願いします） 

〇積算内訳書（再入札により落札した場合のみ、５日以内に提出） 

入札経過の公表 電子調達サービスによる。 

 

そ の 他 

(ア)入札の回数・・・３回までとします。落札者がいないときは入札を不調とします。 

(イ)入札参加者は、工事請負、物品供給等競争入札参加者心得（電子入札用）を遵守して

ください。 

※ 工事請負、物品供給等競争入札参加者心得第１６条（１）の規定により、入札に

参加する資格のない者がした入札は無効とします。 

(ウ)入札参加者は、足立区施工能力審査型総合評価方式実施要綱をご確認ください。  

(エ)入札保証金・・・無 

(オ)足立区競争入札参加資格を有する業者の方は、有効期限までに共同運営システムを使

用して継続申請手続を行い承認されなければ入札参加資格を失います。本入札に参加

する場合で開札日までに有効期限が到来する業者の方は、速やかに継続申請手続を行

ってください。 

 (カ)入札及び契約手続等について不服がある場合は、「足立区入札及び契約手続等に関す

る苦情処理要領」に基づき、苦情申し立てを行なうことができます。 

（キ）区発注工事において下請人や資・機材等の納入業者を選定する場合は、区内事業者を

優先的に選定するよう受注者に要請します。 

(１) 下請負人の選定 

工事の施工にあたり、下請契約を締結する場合には、相手方を足立区内に本店を有

する者の中から選定するよう努めること。 

(２) 建設資材等納入業者の選定 

工事の施工にあたり、建設資材の納入契約および建設機械等の購入や借入れの契約

を締結する場合には、相手方を足立区内に本店を有する者の中から選定するよう努

めること。 

（ク）社会保険等未加入業者対策 



 

(１) 社会保険等（健康保険、厚生年金保険及び雇用保険）の未加入業者については、 

当区の実施する競争入札へ参加することができない。 

(２) 足立区公共工事の受注者（元請業者）は、社会保険等未加入業者を一次下請業

者に選定することはできない。 

(３) 受注者（元請業者）は二次以下の下請事業者についても、社会保険等加入業者

を選定するよう努めなければならない。 

(４）上記（２）にかかわらず、社会保険未加入者を一次下請業者とする場合は、理由

書（別紙）を提出し、工事主管課長の承認を得なければならない。 

注 意 事 項 ・参加資格要件を確認の上、希望申請すること。 

・参加資格要件を満たさない申込は非選定とします。 

・資本的・人的関係会社が同一案件に申し込んだ場合には、その申込み、入札は両者とも

無効とします。 

注１）「経営不振の状態」とは、会社更生法に基づく更生手続開始の申し立てをしたとき、

民事再生法に基づく再生手続開始の申し立てをしたとき、手形または小切手が不渡

りになったときなどを指します。 

注２）「指名停止期間中でない」とは、公表日時点で指名停止期間中ではなく、かつ契約締

結日までに指名停止期間に入らないことを指します。 

注３）「排除措置期間中でない」とは、公表日時点で排除措置期間中ではなく、かつ契約締

結日までに排除措置期間に入らないことを指します。 

注４）足立区の入札に区内事業者として参加する場合、あらかじめ「足立区に営業所等を 

   有する届出書」「建設業の許可及び技術者に関する届出書」等の届出を行い、区内事 

業者の認定を得る必要があります。 

また、既に区内事業者の認定がされている者は、通知された指定期限までに継続認 

定の手続きを行い、改めて認定を得る必要があります。 

区内事業者の認定期限を満了しているなど、認定を得ていない状態での希望申請は、 

区内事業者としての入札参加資格を失うこととなります。 

※新たに区内事業者の認定を希望する場合、または過去に区内事業者の認定を受け、 

直近の認定期限から１年を経過して新たに認定を希望する場合は、届出受付後実態 

調査を行います。 

注５）ランクアップに必要な最高完成工事高は、以下の表によります。 

   なお、当該最高完成工事高は官公庁実績、民間実績のどちらでも構いません。 

 ア 一般土木工事・下水道工事・建築工事     単位：万円 

 予定価格（帯） 

（以上～未満） 

必要な最高完成 

工事高 

ランクアップ

該当等級格付 

① 10,000～18,000 10,000以上 Ｃ 

② 4,000～10,000 4,000以上 Ｄ 

③ 2,000～3,000 2,000以上 Ｅ 

イ 電気工事・空調工事・給排水衛生工事     単位：万円 

 予定価格（帯） 

（以上～未満） 

必要な最高完成 

工事高 

ランクアップ

該当等級格付 

① 4,000～10,000 4,000以上 Ｃ 



 

② 1,000～4,000 1,000以上 Ｄ 

  ※ 特定建設業の許可等、最高完成工事高以外での参加資格が必要な場合は、最高完

成工事高だけを持ってランクアップはできません。 

注６）１．最高完成工事高でご提示いただくのは、申込日時点において完了検査等が終了

している案件でなければなりません。また、建設共同企業体（ＪＶ）案件の場合

は、請負金額に当該建設共同企業体の出資比率を乗じた金額が最高完成工事高と

なります。 

２．民間実績を注文書にて提示いただく場合、請書の写しも必要になります。請書

の写しがない実績は無効となりますので、ご注意ください。 

３．ご提示いただく完成工事経歴は１件あたりの契約となります。契約実績の積算

は認められません（注文書・請書でご提示していただく場合も同様です。同一工

事案件で複数回に分けて受注した場合でも、１回の注文書・請書で実績を満たし

ている必要があります）。 

注７）同時に複数の入札案件を実施する場合で、次の各号の全ての要件を満たすと認めら

れるときは、複数の入札案件のうち同一事業者が請負うことができる件数を１件と

する。 

(１)同種工事等の入札案件であること。 

(２)公表時期が同一であること。 

(３)入札方式(条件付一般競争入札及び公募型指名競争入札に加え、総合評価方式の適

用を含めたものをいう。)が同一であること。 

(４)適正な入札を執行するために、十分な事業者数を確保できること。 

また、(１)の要件を満たし、かつ、工期及び公表時期が近接していると認められ 

   る場合で、入札案件について足立区入札参加資格審査委員会の審議に付した結果、 

   受注制限を設定すると決定があったときは、(２)(３)(４)に定める要件を満たさな 

   い場合であっても、受注制限を設定することができる。 

 


